


「消費税課税事業者選択（不適用）届出に係る特例承認申請書」の記載要領等 
 
 
１  提出すべき場合 

この申請書は、やむを得ない事情により消費税法第９条第４項又は第５項の届出書をそ
の適用（不適用）を受ける課税期間の初日の前日までに提出できなかった場合において、
消費税法施行令第20条の２第１項又は第２項に規定する届出書の提出日の特例の承認を受
けようとする事業者が提出するものです。  
(注) この申請書を提出し消費税課税事業者選択をやめた場合であっても、「特例規定の適用を受けよ

うとする（受けることをやめようとする）課税期間の初日及び末日」欄の課税期間の特定期間（※）
における課税売上高（その課税期間の初日において国外事業者である場合を除き、当該課税期間の
課税売上高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。）が1,000万円を超えたことに
より、その課税期間における納税義務が免除されないこととなる場合は、「消費税課税事業者届出
書（特定期間用）（第３－(2)号様式）」を提出します（法57①一）。 
※ 特定期間とは、個人事業者の場合はその年の前年の１月１日から６月30日までの期間、法人  

の場合は、原則として、その事業年度の前事業年度開始の日以後６か月の期間をいいます。た
だし、新たに設立した法人で決算期変更を行った法人等は、その法人の設立日や決算期変更の
時期がいつであるかにより特定期間が異なる場合があります。詳しくは、最寄りの税務署にお
問い合わせください。 

 
２ 適用課税期間  

税務署長の承認を受けた場合には、その適用（不適用）を受けようとする課税期間の初
日の前日にその届出書を提出したものとみなされます。  
(注) この申請書と併せて「消費税課税事業者選択届出書（第１号様式）」又は「消費税課税事業者選

択不適用届出書（第２号様式）」も提出してください。 
 
３ 記載要領  

⑴ 「届出日の特例の承認を受けようとする届出書の種類」欄には、この申請書により届出
日の特例承認を受けようとする届出書を記載します（該当する届出書の□にレを付しま
す。）。  

⑵ 「特例規定の適用を受けようとする（受けることをやめようとする）課税期間の初日及
び末日」欄には、この申請により届出日の特例承認を受けたとした場合に、上記⑴の届
出書の効力が発生することとなる課税期間の初日及び末日を記載します。  

なお、上記⑴の届出書の種類が「消費税課税事業者選択不適用届出書（第２号様式）」
である場合には、初日のみ記載します。  

⑶ 「上記課税期間の初日の前日までに提出できなかった事情」欄には、課税期間の初日の
前日までに提出できなかった事情を具体的に記載します。  

なお、当該欄に記載しきれない場合には、適宜な用紙に記載し、添付してください（以
下同じ。）。  

⑷ 「事業内容等」欄には、営む事業の内容を具体的に記載します。  
⑸ 「参考事項」欄には、その他参考となる事項等を記載します。  
⑹ 記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 

 

 


